










第２次豊明市耐震改修促進計画 

第４章 住宅の耐震化促進

25 

【非戸建て住宅（共同住宅など）】 

対象建築物 ①～④のすべてに該当する建築物 

① 昭和56年５月31日以前に工事着手した建物  

② 構造が木造住宅で在来軸組み工法または伝統構法で建てられた建物以外の建物（特

殊な構造は除く） 

③ 用途が戸建て住宅・併用住宅・長屋・共同住宅に該当する建物 

④ これまでに市が助成する耐震改修を行っていない建物 

対象となる
改修工事 

①又は②に該当する建築物 

① 木造の場合、構造耐震指標（Iw値）が診断の結果1.0未満で、改修によりIw値を1.0

以上とする改修工事 

② 非木造の場合、構造耐震指標（Is値）が診断の結果0.6未満で、改修によりIs値を0.6

以上若しくは保有水平耐力に係る指標（ｑ値）が診断の結果1.0未満で、改修により

ｑ値を1.0以上とする改修工事 

上限額  90万円/戸 ／ 1,631万8千円/棟（※ただし、長屋・共同住宅の場合は1/2を上限） 
 ※下表の合計額で、１戸あたり工事費上限80万円＋設計監理費上限10万円 

【大規模共同住宅以外】 

補助区分 限度額 

耐震補強工事費 
（直接耐震構造指標に影響するもの） 

【耐震補強工事費と33,500円/㎡×対象延べ
面積のいずれか低い額】×23％ 

改修設計・監理費 
【設計・監理に要する費用×2/3 
かつ100,000円のいずれか低い額】×戸数 

附帯工事費 
（補強工事のための解体復旧費等） 

【附帯工事費の額かつ800,000円】×戸数 

【大規模共同住宅（延べ面積1,000㎡以上）】 

補助区分 限度額 

耐震補強工事費 
（直接耐震構造指標に影響するもの） 

【耐震補強工事費と48,700円/㎡×対象延べ
面積のいずれか低い額】×23％ 

改修設計・監理費 
【設計・監理に要する費用×2/3かつ
100,000円のいずれか低い額】×戸数 

附帯工事費 
（補強工事のための解体復旧費等） 

【附帯工事費の額かつ800,000円】×戸数 

対象要件 ・鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造 
・建築士事務所登録のある建築士が実施する設計であり、かつ下記別表による第三者機関
による計画評定または愛知県の建築物耐震改修計画の認定を受けること。 

問合わせ先 豊明市役所 都市計画課 開発建築係（ 電話 0562-92-1114 ） 










